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1. 議論の射程・論点
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御議論いただきたい論点①（企業と投資家との対話）

① 持続的な企業価値向上に向けた、投資先企業の人材戦略の策定・実行について、機関投資家はどのよう
な役割を果たすべきと考えるか。例えば、社外にいるからこそ、フラットな視点で気づきを提供できる、といったこ
とはあるのか。

② 投資家からみて、日本企業の人材や人材戦略、その対外的発信は十分であるか。不十分である場合には、
どういった点の充実が必要か。（e.g.発信者（CEO/CHRO等）、発信方法（統合報告書/ESG説明会等）、発信内容（定性/
定量情報等））

③ 投資先の経営陣と取締役会で議論される人材及び人材戦略について、各社の事業戦略等に応じ個社性
が強いが、共通的な視点をどのように考えるか。（e.g. 企業内の人材活性化、ミドルシニアのスキルギャップ等）

④ 企業が発信する人材および人材戦略に関する内容には、どのようなものがあるか。また、自社の人材および人
材戦略に関する発信は、誰が（e.g. CEO、CHRO）、どのような形態（e.g. 統合報告書、ESG説明会）で行っているか。

⑤ これまでに、ESGの「S」の文脈では、どのような情報を中心的に見てきたか。また、持続的な企業価値の向上
の観点から、これまで以上にESGの「S」の重要性が再認識されつつある中で、機関投資家、企業経営者、
従業員を含めて、どのような情報の共有、可視化が、重要になってくると考えるか。
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御議論いただきたい論点②（事業ポートフォリオの組替えと人材戦略の適合）

① 今後より一層、事業のあり方の見直し、事業ポートフォリオの迅速かつ大胆な見直しや組換え（M&A、スピ
ンオフ等）求められると思われるが、人材や組織に関する課題をどう乗り越えていくか（人材のアップスキル・リ
スキル、配置転換、人材のインフロー・アウトフロー等や、HRテクノロジーを活用した人材ポートフォリオの現状
把握等）。

② 事業のあり方の見直し、事業ポートフォリオの組換えと人材戦略の適合を図るために、経営陣（４C等）は、
どのような体制で、どのような議論を行うことが求められるか。

③ 事業のあり方の見直し、事業ポートフォリオの組換えと人材戦略の適合を図るために、取締役会にはどのよう
な役割・アクションが求められるか。

④ 投資家は、企業における事業のあり方の見直し、事業ポートフォリオの組換えに対して、その成否を左右する
人材・組織面での課題やその対応についてどのような対話を行ってるか。経営陣や取締役会からどういった情
報が発信されるとさらに対話が深まっていくか。



2. 事業ポートフォリオマネジメントと人材戦略
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スキルギャップを埋めるための取組

（注）PwCが、2018年9月から10月にかけて、世界91カ国の1,300名以上のCEO（うち、日本のCEOは150名）を対象に、今後12カ月の世界経済や企業の成長見通しにつ
いて調査。それぞれの割合は、選択肢を回答したCEOの割合。

（出所）PwC「第22回世界CEO調査」より作成。

 スキルギャップを埋めるために最も重要な取組として、従業員の再教育・スキル向上を挙
げるCEOが５割。

スキルギャップを埋めるための方策
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社員の融合や一体化に成功している組織の特徴

（注）調査対象者は、M＆A（合併や買収、組織再編）で「被買収・消滅・吸収された会社」で働いていた（働いている）正社員400名。
（出所）クレイア・コンサルティング株式会社「ビジネスパーソンを対象としたインターネットの意識調査」（2016年4月）より作成。

 M＆A後の社員の融合や一体化がうまくいったと感じている社員は、そうでない社員に
比べ、実力に応じた公正な評価や昇格・昇進、配置について肯定的に捉えている。
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日本の人事部門は「価値創造部門」とみなされていない

（注）「人事部門は価値提供部門（バリュードライバー）ではなく、管理部門（アドミニストレーター）として見なされているか？」という設問への回答を集計。
（出所）KPMG 「Future of HR 2020 岐路に立つ日本の人事部門 変革の一手」（2020年4月）より作成。

 人事部門を価値提供部門（バリュードライバー）ではなく、管理部門（アドミニストレーター）と
考えている者が、日本では６割。グローバル平均に比べ15ポイント高い。

46%

60%

0%

20%

40%

60%

Global Japan

人事部門を管理部門と見なしている者の割合





3. 参考資料
経営陣/取締役会が果たすべき役割・アクションの整理（第３回研究会資料）
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Ⅰ 問題意識（持続的な企業価値向上に向けた変革の方向性）

 デジタル化、人生100年時代といった変革の時代において、人的資本などの無形資産が競争力の源泉。
 こうした中、企業価値の向上、経営戦略の実現につながる人材戦略の策定・実行が重要に。
➡ 人的資本を持続的な企業価値向上につなげるべく、マネジメントの在り方などを抜本的に見直す必要。

But thisNot this

“ 人事 ”
人事諸制度の運用・改善が目的。
経営戦略と連動していない。

“ 人事部 ”
人材関係は人事部門任せ。

経営戦略との紐づけは意識されず。

“ 相互依存 ”
企業は囲い込み、個人も依存。

硬直的な文化になり、イノベーションが生まれにくい。

“ 内向き ”
雇用コミュニティの同質性が高く

人事は囲い込み型。

“ 人材戦略 ”
持続的な企業価値の向上が目的。
経営戦略から落とし込んで策定。

“ 経営陣 (4C) / 取締役会 ”
経営陣(4C：CEO,CHRO,CFO,CDO)のイニシアチブで
経営戦略と紐づけ。取締役会がモニタリング。

“ 個の自律・活性化 ”
互いに選び合い、共に成長。

多様な経験を取り込み、イノベーションにつなげる。

“積極的対話 ”
人材戦略は価値創造のストーリー。

投資家・従業員に、積極的に発信・対話。

“ 人的資源・管理 ”
人的資源の管理。オペレーション志向。

「投資」ではなく「コスト」。

“ 人的資本・価値創造 ”
人的資本の活用・成長。クリエーション志向。

「投資」であり、効果を見える化。
「人材」の捉え方

ベクトル・方向性

アクション

個と組織の関係性

イニシアチブ




